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1．はじめに 

国土交通省は，平成 20 年 7 月に「情報化施工推進
戦略」を策定し，建設生産プロセスのうち「施工」に
注目して，ICT（情報通信技術）を活用した生産性の
向上や品質の確保を図る取り組みを実施してきた。ま
た，平成25年 3月には，新たな「情報化施工推進戦略」1）

を策定し，中長期的な目標となる情報化施工の目指す姿
や建設事業の課題や情報化施工推進を巡る現状，平成
25年から5カ年の重点目標と取り組みをまとめている。

2．目的 

平成 20 年度に「情報化施工推進戦略」が策定され
て以来，行政主導により情報化施工の導入が進められ
ており，一般化推進技術に指定した「MC（モータグ
レーダ）技術」，「TSによる出来形管理技術（土工）」
については，平成 23 年度の直轄工事における各技術
の活用率がそれぞれ 44.1％，38.8％となった 2）。
今後の更なる普及促進に向けては，施工者が自発的
に情報化施工を導入する環境整備に努めていく必要が
ある。そのため，情報化施工の先進国と言われる米国
を対象に，情報化施工の導入が進む環境（入札・契約
制度や監督・検査手法）について調査した。

3．調査対象と調査方法

表─ 1に示す米国内の施工者及び発注者にアンケー
ト及びヒアリング調査を実施した。

4．調査結果

（1）米国における ICT 導入の動機について
① ICT導入のイニシアティブ
行政機関および発注者，施工者の回答によると，情報
化施工技術の1つであるAMG（Automated…Machine…
Guidance）は生産性の向上等，施工者が自ら利益を
得るために導入しているとのことである。また，行政
機関および発注者の回答によると，発注者が情報化施
工技術の導入を義務づけることはなく，施工者が積極
的に利用しているとのことである。ニューヨーク州の
事例ではあるが，州発注事業のうち，全体の約 3割の
工事でAMGが導入されているとの調査結果を得た。

表─ 1　調査対象者

ヒアリング対象者 分類
ColdSpring.CONSTRUCTION.CO
（ニューヨーク州）

施工者

ニューヨーク州運輸局（NYSDOT） 発注者
米国連邦道路庁（FHWA） 行政機関
ウィスコンシン州運輸局（WisDOT）
※電話会議

発注者
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②導入の目的・期待する効果
施工者は工期短縮とコスト縮減のために情報化施工
を導入するとのことである。工期短縮については，発
注者の承認を得られれば工期に関係なく現場事務所を
たたむことが可能であり，次の現場にリソース（資機
材，人材）を割り当てられる効果がある。コスト縮減
については，丁張り等の測量専任の作業員の人件費が
2ヶ月分削減できたとの事例もあった。
発注者の回答によると，施工者の情報化施工技術の
導入による生産性向上が入札金額に反映されるため，
情報化施工技術の普及前と比較すると，入札金額が
15％～ 20％程度低減したとのことである。

（2）入札・契約制度について
①インセンティブの存在
ニューヨーク州では，割合は多くはないが，インセ
ンティブが設定される場合があるとのことである。こ
れは情報化施工の導入工事を対象としているものでは
なく，工事全体を対象にした制度であるが，インセン
ティブの設定される工事の傾向としては，郊外のハイ
ウェイでは少なく，都市部の工事で多い傾向にあると
のことである。インセンティブは，工事毎に設定され
工事の契約図書に記載される。また，インセンティブ
の対象としては，工期短縮（マイルストンや工期），
品質（平坦性，密度）等が設定される場合があり，工
事金額の 5％までが支払われる。
なお，施工者の回答によると，インセンティブだけ
でなく，ペナルティも設定される場合もあり，インセ
ンティブを受けるよりもペナルティを受ける方が多い
とのことである。また，このようなインセンティブの
存在が，情報化施工導入の動機付けにはなっていない
との調査結果を得た。
② ICTに則した出来形管理基準の存在
出来形管理基準は州毎に作成されており，情報化施
工導入の有無に関わらず，管理基準は同じとのことで
ある。検査は，発注者自ら実施し発注者が調達した
GNSSやTS等を用いて計測する。表─ 2にニューヨー
ク州のあるバイパス工事における検査職員の計測機器
の利用場面と種類の事例を示しているが，検査職員は，
工種ごとに設定された管理基準の規格値に応じて必要

な計測精度を有する器機を選定し，検査のための計測
を実施していると推察できる。なお，工種ごとに使用
する機器を定めたルールはないとのことである。
また，ニューヨーク州運輸局においては，必要な計
測機器は 5年間のレンタル契約で調達されており，調
達台数は，TS…33 台，レベル 38 台，GNSS…84 台を有
しているとのことである。また，各計測機器の精度は，
TSは 4 mm，GNSS は 25 mm程度と認識していると
の回答を得た。
③出来高部分払い
ニューヨーク州では，多くの工事で出来高部分払い
となっており，2週間毎に発注者から施工者に支払わ
れるとのことである。支払いの根拠となる計測は発注
者自ら実施する。計測は，発注者が調達した TS や
GNSS を利用して実施し，「施工者が施工のために作
成した 3次元設計データ」ではなく，「発注者が検査
のために作成している 3次元設計データ」を活用しな
がら，自ら計測する箇所を判断し現地確認や数量算出
を実施している。
一方で，施工者は，社内の工程管理（出来高管理）
のために，施工途中のランダム点を GNSS 等により
計測している。これらの出来高管理は，発注者より義
務づけられたものではないため，出来高計測の使用機
器や計測箇所等発注者が定めるルールは存在しないと
のことである。また，発注者の回答によると，情報化
施工の導入前は，施工者と発注者の数量算出結果が合
致せず，受発注者間での合意形成に時間を要すること
が多かったが，情報化施工の導入により，数量算出結
果の合致率が高まり，支払の手続きがスムーズにでき
るようになったとの回答を得た。
④ 3次元設計データの提供について
ニューヨーク州では，州発注事業のうち，全体の 6
～ 7割の工事で発注者から 3次元設計データが提供さ
れているとのことである。契約上の扱いは，参考資料

表─ 2　ニューヨーク州運輸局の計測機器使用例

利用場面 計測機器
最終的な土工（Final…earthwork） GNSS
法長の確認（check…slopes/distances） GNSS
路盤（Fine…grade） TS

ニューヨーク州運輸局会議資料より抜粋
写真─ 1　発注者の計測状況
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扱いであり，正式な図面は従来通りの 2次元の図面と
なる。また，施工者の回答によると，提供される 3次
元設計データは現況地形との不整合や 2次元図面との
不整合があり，多くの場合，修正が必要とのことであ
る。表─ 3に3次元設計データの主な修正要因を示す。
発注者から提供された 3次元設計データに多くの修正
が必要と判明した場合は，新たに施工者で作成するこ
ととなる。また，データ形式については，標準化され
た形式はなく，発注者が使用している 3次元 CADか
ら出力可能な形式で適宜提供されているとのことである。
提供される 3次元設計データは，ニューヨーク州で
は，運輸局の職員が作成する。3次元設計データは，
AMGのために作成されているのではなく，発注者自
らが実施する検査のための出来形・出来高計測へ利用
するために作成しているとの回答を得た。

⑤電子基準点の活用について
情報化施工技術の測位技術の一つである電子基準点
を利用した GNSS 測位は，ニューヨーク州では，
CORS（Continuous…Operating…Reference…Station）と
呼ばれる電子基準点を運用しており，利用者は登録す
ることで無償で電子基準点による補正情報を利用する
ことができる。図─ 1にニューヨーク州の電子基準
点網を示すが，60 基の電子基準点から構成され，国
立公園を除く，州内の全範囲をカバーしている 3）。ま
た，配信される補正情報は，Wi-Fi および携帯等で受

表─ 3　3次元設計データの主な修正要因

・……設計段階で設計図書が変更になった部分が 3次元設計デー
タに反映されておらず，貸与された 2次元図面と 3次元設
計データの不整合がある。

・……設計図面に記載されている地形が現場の現況地形と不整合
がある。

信することが可能である。
⑥情報化施工とCIMについて
国土交通省では，平成 24年度より建築分野で先進的

に取り組みが進められているBIMの概念を，建設分野
に適用する検討を開始している 4）。CIMと呼ばれるこ
の概念は，米国内においても，VDC（Virtual…Design…
Construction）やCIM（Civil…Integrated…Manegement）
と呼ばれる同様の概念があり，建設プロセスで発生す
る情報の有効活用や業務の効率化に関する取り組みを
実施している。ウィスコンシン州では，米国でも先行
して CIMに取り組んでおり，表─ 4に示す実施計画
で進めていく予定である。また，ウィスコンシン州の
運輸局では，3次元設計に対応する CADを導入して
いるが，今後はソフトウェアや機器の導入だけでなく，
業務プロセスそのものも変革していかなければならな
いとの回答を得た。現在，設計と施工を対象に取り組
まれているが，維持管理への展開については，今後の
課題ということである。

⑦人材育成について
ニューヨーク州では，運輸局職員向けのトレーニン
グを実施している。州内を 12 ブロックにわけ，運輸
局職員の中から講師となる担当者を選出し，CADや
測量機器に関する教育を実施している。
ウィスコンシン州においても，運輸局職員向けのト
レーニングを実施している。図─ 2に示すようにト
レーニングのためのHPも立ち上げており，施工者や
コンサルタントの外部の方も閲覧することができる 5）。
施工者の人材育成は，企業自体の技術習熟度により

○：電子基準点設置箇所
図─ 1　電子基準点の設置箇所

表─ 4　ウィスコンシン州運輸局の実施計画

・州全体にわたる電子基準点網の活用
・数値地形モデル（Digital…Terrain…Model）の取得・整備
・3次元による設計
・AMGとの連携
・測量技術や検査への適用

図─ 2　ウィスコンシン州のトレーニングHP
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異なるが，企業内で育成できる場合は，OJT のよう
な形で企業内教育を実施し，その他の方法としては，
YouTube 等のビデオによる学習やメーカーによる 1
対 1での指導等があげられる。

5．考察

日本は，発注者が技術を指定する「発注者指定」に
よる導入と施工者の技術提案等によって活用する「施
工者希望」による導入の両者により普及を進めている
のに対して，米国は，「施工者希望」により普及を進
めていることが大きな違いとしてあげられる。
米国において施工者主導で導入される要因は，米国
と日本との施工規模の違いもあるが，AMGの導入を
促進するような検査となっていることもひとつの普及
要因であると推察される。例えば，日本では契約図書
に示される管理測点や管理箇所での出来高や出来形の
検査となるが，米国の出来高や出来形の検査は，発注
者（運輸局）が計測箇所や計測頻度を決定しランダム
に自ら計測する。このため，施工者はランダムな点で
計測しても管理基準を満足させることが求められる。
その結果，面的に精緻に施工する必要があり，不合格
のリスク低減のために情報化施工技術を採用している
のではないかと推察される。
また，米国では，発注者は出来高や出来形検査の根
拠とするために，自ら 3次元設計データを作成，検測
した結果を用いて，設計と施工結果との差を取得・支
払い根拠となる数量算出を実施している。このため，
施工者も発注者との共通認識を持つために，3次元設
計データ及び 3次元計測座標を扱う必要がある。

6．おわりに

本調査の範囲では，我が国では発注者主導により情
報化施工の導入が進められてきたのに対し，米国では
施工者主導によりその導入が進展してきており，発注
者の検査等，施工者の導入を促進するような環境が整
えられていることがその一因であることが分かった。
平成 25 年度から始まる新たな情報化施工推進戦略
においても，「情報化施工に関連するデータの利活用」
や「情報化施工に関する教育・教習の充実」等が重点
目標としてあげられているところであるが，本調査結
果が，今後の我が国の情報化施工の更なる普及に向け
て，参考となるものになれば幸いである。
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